
    公     告  

令和６年４月２３日  

 

 

周南市公共施設等ＬＥＤ照明設備賃貸借に係る公募型プロポーザルを実施す

るため、次のとおり公告する。 

 

 

                       周南市長 藤 井 律 子 

 

１ 概要 

(１) 事業名称 

周南市公共施設等ＬＥＤ照明設備賃貸借 

(２) 事業の目的 

本事業は、市が保有する公共施設等にＬＥＤ照明を導入することで、行政

運営における温室効果ガス排出量の削減を図るとともに、電力需要の抑制に

よる経費削減により財政負担の軽減を図ることを目的とする。 

(３) 事業内容 

「周南市公共施設等ＬＥＤ照明設備賃貸借 機器・工事仕様書（以下「仕様

書」という。）」のとおり 

(４) 工事完了期限 

契約締結の翌日から令和７年３月 31日まで 

(５) 賃貸借期間 

令和７年４月１日から令和 17 年３月 31 日まで（120か月） 

(６) 対象施設 

「周南市公共施設等ＬＥＤ照明設備賃貸借 機器・工事仕様書 別紙１」のと

おり 

 

２ 担当部局 

〒745－8655 山口県周南市岐山通 1丁目 1 番地 

 周南市役所環境生活部環境政策課 

電 話 （０８３４）２２－８３２４ 

ＦＡＸ （０８３４）２２－８３２５ 

E-mail  kankyo@city.shunan.lg.jp 

 

３ 参加資格 

本プロポーザルに参加をしようとする者は、次に掲げる参加資格要件を全て満

たしていることが必要。 



(１) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

しない者であること。 

(２) 本実施要領の公告の日から提案書提出日までの期間において、指名停止の措

置を周南市から受けていない者又は受けることが明らかでない者であるこ

と。 

(３) 周南市入札契約からの暴力団等排除要綱（平成２４年周南市要綱第３７号）

別表各号に掲げる措置要件に該当する者でないこと。（前要綱における「登

録業者」は、「構成員」に読み替える。） 

(４) 会社更生法（昭和２７年法律第１７２号）に基づく更生手続き開始の申し立

て、又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始

の申し立てがなされていない者であること。 

(５) 破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項又は第１９条第１項の規

定に基づく破産手続開始の申立てがなされていない者であること。 

(６) 会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定に基づ

く清算の開始のなされていない者であること。 

(７) 事業役割を担う者は、参加表明書の提出時点において、「令和６・７年度 周

南市競争入札等参加資格者名簿（物品調達等）」の（大分類）「１５ 借入品

類」の（小分類）「２ 電気・通信機器類」に登録されている者、又は令和６

年５月に実施する同名簿への登録に係る追加受付において同分類の申請手

続きを行っている者であること。 

 

４ プロポーザルの手続き 

プロポーザル手続き等の詳細については、「周南市公共施設等ＬＥＤ照明設備賃貸

借プロポーザル実施要領（以下「実施要領」という。）」による。 

 

５ 参加表明の方法 

(１)  提出書類 

実施要領、仕様書及び周南市の契約に関する規則等の各規定を理解した上

で、実施要領「７ 企画提案書等の作成及び提出」に従い、必要書類を提出

すること。 

(２)  提出期限 

令和６年５月 21日（火） 17時必着 

(３)  提出場所 

「２ 担当部局」に示す場所とする。 

(４)  提出方法 

持参又は郵送 

※ 郵送の場合は、受取日時及び配達されたことが証明できる方法によるこ

ととする。 



 

６ 企画提案書等の提出 

 企画提案書等は、実施要領「７ 企画提案書等の作成及び提出」に定めるところに

より必要書類を提出すること。 

 

７ 参加辞退 

 参加表明書提出後に参加を辞退する場合は、速やかに辞退届【様式第４号】を提出

すること。 

 

８ 選定方法 

 提出された企画提案書は、実施要領「８ 評価方法」に定めるところにより評価し、

受託候補者を選定する。 

 

９ 契約方法 

 受託候補者と本市との協議が整い次第、契約を締結するものとする。ただし、本契

約は、議会の議決を経ることで契約の効力が発生する仮契約となる。 

 受託候補者が実施要領「３ 参加資格」を満たさないこととなった場合、及び実施

要領「１０ 留意事項（１）失格事項」に該当した場合は、契約を締結しない。 

 また、受託候補者と契約締結に至らなかった場合には、次点者と協議を行うものと

する。 

 なお、契約手続き及び契約書は、周南市契約事務規則（平成 15 年周南市規則第 51

号）の定めるところによるものとする。 

 

１０ その他 

 本市は、契約締結後においても本企画提案等における欠格事項、不正又は虚偽記載

等の事実が判明した場合は、契約を解除できるものとする。 

 


